７　記入様式
[image: image2.emf] 


すでに防災計画等で作成済みのものがあれば、それを流用してもかまいません。ただし、ＢＣＭで必要となるポイントが網羅されているかどうか、慎重に検討してください。

　実際に災害・事故が発生した際は、「緊急時の対応手順」を活用し、事業継続を図ることになります。なお、従業員の具体的な行動については、各担当者のすべきことが具体的にわかる形に整理することが必要です。具体的な行動については、中小企業庁ＢＣＰ策定運用指針4.3「緊急事態の種類ごとの初動対応のポイント」が参考になります。
（http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/contents/level_b/bcpgl_04_3.html）
【様式１】ＢＣＭの基本方針

	ＢＣＰの基本方針

	従業員・家族・来客の安全と安心を守る、顧客からの信用を守る、従業員の雇用を守るなど、従業員や取引先に向けて、経営者自身がＢＣＭに取り組む目的を意思表明します。



【様式２】ＢＣＭの実施体制

	区分
	部署・氏名

	統括責任者
	

	サブリーダー
	

	○部代表
	

	・・・
	


注　区分には、責任者、サブリーダー（必要に応じて複数）、各部代表、事務局などを記入した上で担当者を決め、組織横断的な体制を構築します。

【様式３】重要業務の選定

	判断

要因

業務名
	利益への

影響
	売上への

影響
	資金

繰り
	得意先との

関係
	社会的影響

・批判
	その他
	重要度の

総合判断の順位

（さらに選定したものに○）

	○○業務
（定量・定性５段階評価）
	50百万円
	700百万円
	３
	４
	４
	
	

	△△業務

（定性５段階評価）
	４
	５
	５
	３
	２
	
	


注　要因ごとにどの程度影響が大きいか、利益や売上は概算金額などで定量的に比較します。難しければ、３～５段階で評価しますがそれぞれの判断要因は、あなたの会社にとって重みが異なるはずです。総合判断においてはその点を十分に考慮します。
出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-3ページ。

【様式４】目標復旧時間・レベルの検討

	判断

要因

業務名
	重要度
	現段階の対策で

可能と思われる

復旧時間・レベル
	今後実施する
対策による
復旧時間の短縮・

復旧レベルの向上
の見込み
	目標復旧
時間・レベル
(経営判断による)

	○○業務
	高
	２週間

平時の50％
	△委託先の確保、○の調達により可能
	１週間

平時の70％


注　「今後実施する対策による復旧時間の短縮・復旧レベルの向上の見込み」は、おおまかなものでかまいません。後の作業で必要な対策が明らかになった段階で、ここに戻って考え直すことが可能です。
「目標復旧時間(経営判断による)」も、同様に後からここに戻って考え直すことが可能です。
出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-5ページ。一部修正。

【様式５】重要業務の継続に必要な要素・資源と再調達困難度

	　重要業務の名称：

	個別業務１

　Ａ工場の①ライン　
	要素･資源
	必要な人数、数量等
	事業継続への

影響度合
	再調達困難度

	
	従業員
	出勤できる人数

現場指揮者

不可欠な技術者の状況
	対応能力が半減～
	大

	
	施設
	工場建物の損傷は軽度
	軽微
	―


	
	設備
	設備①については～

設備②については～

・・・
	
	

	
	原材料、部品
	原料①については～、

部品①については～、

・・・
	
	

	
	情報機器
	
	
	

	
	各ライフライン
	電気については～、
	
	

	
	輸送手段
	
	
	

	
	・・・
	
	
	

	個別業務２
	
	
	
	


注　関係する従業員に対して調査を依頼し、回答をとりまとめます。

制約となる要素･資源の例：工程・部門、物流、キーパーソン、データ、システム、製品製造に用いる機械、金型、工具、原料など。

出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-13ページ。

【様式６】想定されるリスク

対象事業所〔　　　　　　　　〕

	リスク
	リスクの概要
	被害の概要
	対応の

優先順位

	地震
	
	
	

	津波
	
	
	

	河川氾濫
	
	
	

	感染症
	
	
	

	火災
	
	
	

	ＩＴ重大事故
	
	
	

	・・・
	
	
	


出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）1-5ページ。一部修正。
【様式７】想定されるリスクによる被害の検討

	災害・事故の名称
	
	想定する

災害･事故の度合
	例　地震：震度○、水害：水位○ｍなど

	Ａ事業所

	
	事業所内の被害
	建物１

　設備①、設備②・・・
	復旧に要する概算時間

	
	周辺のライフライン、インフラ被害
	電力、通信、ガス、上水道、下水道、道路・・・
	復旧に要する概算時間

	
	要員の確保
	勤務時間中の場合、夜間、休日の場合
	復旧に要する概算時間

	
	主要な材料・部品の確保
	材料１：○○が途絶するので、その復旧まで確保不可能

材料２：・・・
	復旧に要する概算時間

	
	重要業務Ａ
	使用する設備①が～のため、その復旧まで停止。

不可欠な電力が～のため、・・・・

道路が～のため、不可欠な材料○が～のため・・・
	復旧に要する概算時間

	
	重要業務Ｂ
	
	

	Ｂ事業所

	
	・・・
	・・・
	


出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-10ページ。一部修正。

【様式７ａ】被害予測に基づく財務チェック

① 手元資金の状況

	種　　類
	金　　　額
	備　　　　考

	現金・預金
	百万円
	応急対策や当面の運転資金として、売上高1カ月分の保有が望ましい。

	損害保険金
	百万円
	損害保険の加入対象をチェック。
□火災　□水害　□地震　□事業中断

	会社資産
	百万円
	株券等の売却可能な資産を記入。

	手元資金

（計）
	百万円
	


② 復旧・再調達費用の予測

	
	〔想定例〕××地震
	〔想定例〕○○川氾濫
	その他

（　　　　　　　　）

	
	復旧期間
	復旧費用
	復旧期間
	復旧費用
	復旧期間
	復旧費用


	事業所建物
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円

	機械・装置
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円

	工具・器具・

備品
	　　　日
	百万円
	　　　日
	百万円
	　　　日
	百万円

	車両等の

輸送手段
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円

	棚卸資産
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円

	小　計
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円

	事業中断損失
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円

	復旧･再調達

費用

（計）
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円
	　　　日


	百万円


注　様式７の被害の検討結果に基づき記入。復旧･再調達費用（計）が手元資金（計）を上回っていれば、緊急貸付等を受ける必要が生じる。

【様式８】重要業務の継続戦略

	重要業務
	目標復旧

時間・レベル
	被害状況
	事業継続戦略
	具体的な代替策

	○○業務
	１週間
平時の70％
	軽微
	復旧　　代替
	下記様式（ヒト、部品・材料・サービス、情報通信、拠点、設備）から必要な代替策を抽出

	
	
	甚大
	復旧　　代替
	・・・

	
	
	壊滅
	復旧　　代替
	・・・


【様式８ａ】事業継続のために不可欠な人材と代理・応援者の確保

	重要業務の名称：

	業務１

Ａ工場の①ライン
	人材の種類
	氏名
	代理・応援者の確保計画・確保対策の実施状況（あれば）

	
	統括責任者
	
	代理者を早急に社内で育成

	
	管理技術者
	
	

	
	○○技能者
	
	

	
	・・・
	
	


注　代理者、応援者の確保計画には、その氏名、訓練計画、応援の依頼先、調整状況などを記載します。

遠隔地からである場合、その移動手段も検討します。

出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-18ページ。


【様式８ｂ】部品、材料、サービスなどの代替調達

	区別・社名
	関係
	連絡先・担当者
	代替調達の方法
	代替調達の連絡先

（代替先がない場合は現在の状況）

	得意先１：Ａ社
	製品Ａの販売先
	電話、メール、氏名
	―
	

	得意先２：Ｂ社
	製品Ｂの販売先
	　　　〃
	―
	

	協力会社１：Ｃ社　
	部品Ａの納入者
	　　　〃
	Ｄ社に依頼
	企業名、電話、メール、氏名

	協力会社２：Ｄ社
	部品Ｂの納入者
	　　　〃
	代替調達先なし
	

	資材会社１：Ｅ社
	資材Ａの納入者
	　　　〃
	Ｍ社から調達
	企業名、電話、メール、氏名

	ライフライン１：Ｆ電力
	電力供給者
	　　　〃
	自家発電装置使用
	

	ライフライン２：Ｇガス
	ガス供給
	　　　〃
	プロパンガス導入
	企業名、電話、メール、氏名

	輸送１：Ｈ運輸
	製品Ａ輸送者
	　　　〃
	Ｉ運輸に依頼
	

	輸送２：Ｉ運輸
	部品Ａ輸送者
	　　　〃
	Ｈ運輸に依頼
	

	情報１：Ｊ社
	情報機器・ソフトリース
	　　　〃
	同社と緊急リース契約
	

	資金１：Ｋ銀行
	融資者
	　　　〃
	公的金融機関
	企業名、電話、メール、氏名

	設備メンテ：Ｌ社
	設備Ａのメンテ業者
	　　　〃
	代替調達先なし
	別紙へ

	・・・
	
	
	
	


注　重要業務に不可欠な外部資源について、代替調達先の有無を確認し、ない場合には確保できるか検討します。
調達先が２社以上でも近接地域なら、遠隔地の代替調達先が必要です。
代替調達先がない場合は、継続して調査するとともに、調達先の事業継続対策の実施状況、緊急時の応援計画などを記載します。

出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-21ページ。一部修正。



【様式８ｃ】情報・通信システムの代替策

	システムの名称
	担当部署
	契約区分

契約先
	災害・事故時の

継続性の評価
	二重化の方法案
	効果
	費用

	受注・発送

システム
	○○部
	自社設備

△△(株)
	自社のサーバーにバックアップがない
	案1）バックアップサーバーをリースで導入

案2）・・・・・・
	システムの作動中断から半日で復帰が可能。必要な担当人員の増加はわずか。

・・・・・・
	年間○○万円のリース代

・・・・・・

	・・・
	
	
	
	
	
	


注　自社設備、賃貸、利用契約等の区分でリストを作成します。

賃貸、利用契約の場合、サービス供給会社の事業継続の対応も盛り込みます。

出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-23ページ。
【様式８ｄ】代替拠点の確保
	平時の拠点名

場所
	拠点責任者

担当者
	代替拠点名

場所
	代替拠点立上げ

責任者･担当者
	代替拠点立上げの

判断基準
	・・・

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注　代替拠点で使用する設備、要員の移動手段等も、必要に応じて記載します。

出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-26ページ。一部修正。

【様式８ｅ】重要な設備の代替確保

　

事業所名　〔　　　　　　　　　　〕

	代替が必要な

設備名
	担当者
	代替

設備名
	設置場所
	代替設備の

準備状況
	代替設備

担当者
	代替開始の

手順
	・・・

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注　確保すべき要員、部品、資材等があれば、必要に応じて記載します。
出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）2-26ページ。一部修正。



【様式９】緊急時の対応体制


[image: image1]






出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）1-11ページ。一部修正。

【様式10】緊急対応計画（事業継続に必要な項目と手順）
１．就業時間内の場合

	時間
	対応手順
	備考

	直後
	来訪者・従業員等の負傷者対応・避難誘導
	

	直後
	初期消火、二次被害の防止
	

	直後～数時間
	従業員・来訪者の安否確認
	

	直後～数時間
	被害状況の調査
	

	１～数時間
	災害対策本部の立ち上げ、重要関係先との初動連絡
	

	数時間～半日
	ＢＣＰ発動の判断
	

	数時間～半日
	重要業務の実施可能時間の見積もりと実行指示
	

	数時間～半日
	社内の対応体制の整備
	

	１～３日
	（本社が使用できない場合）　代替業務拠点の確保
	

	１～３日
	事業継続に必要な要素・資源の確保
	

	○日～○週間
	施設・設備、データ等の復旧作業
	

	○日～○週間
	取引先への連絡・調整、重要業務の再開、今後の活動の検討
	

	・・・
	
	


２．夜間・休日の場合

	時間
	対応手順
	備考

	直後
	自己及び家族の安全確認
	

	直後～１時間
	緊急参集、幹部所在確認
	

	直後～数時間
	初期消火、被害状況の調査、二次被害の防止
	

	直後～数時間
	従業員の参集状況及び安否確認
	

	１～数時間
	災害対策本部の立ち上げ、重要関係先との初動連絡
	

	数時間～半日
	事業継続の判断
	

	数時間～半日
	重要業務の実施可能時間の見積もりと実行指示
	

	数時間～半日
	社内の対応体制の整備
	

	１～３日
	（本社が使用できない場合）　代替業務拠点の確保
	

	１～３日
	事業継続に必要な要素・資源の確保
	

	・・・
	
	


注　この手順には、各時点までに実施することが不可欠で、かつ、現状の準備で実施できる内容を記入します。上記対応手順を参考に、あなたの会社に適した項目を設定してください。

２日～数日後からは、上記の２つの表を一本化して記述して構いません。

出典：一般社団法人全国建設業協会「地域建設企業における災害時事業継続の手引き」25～26ページ。一部修正。

【様式10ａ】災害対策本部の設置

	災害対策本部の設置

	災害対策本部を設置する可能性がある脅威/状況
	（例）地震、台風、洪水警報

	災害対策本部を設置する権限者
	（例）社長

	災害対策本部を設置する権限者の代理者
	（例）○○専務（その次に○○常務）

	災害対策本部を設置する時期
	（例）震度５強以上の地震が発生したとき、○川が危険水位、・・・・

	災害対策本部を設置する場所
	（例）本社屋（○○会議室）

	災害対策本部の代替設置場所
	（例）本社工場内オフィス（○○会議室）

	災害対策本部の要員
	（例）社長、専務、常務、総務部長、各部部長・・・

	・・・
	


出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）1-12ページ。

【様式10ｂ】従業員の連絡先

	氏名
	部署

役職
	住所
	自宅

電話番号
	携帯

電話番号
	携帯メール

アドレス
	左記以外の

緊急連絡先
	本人との

続柄

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


【様式10ｃ】事業所からの避難要領

	集合場所
	

	集合場所責任者（代理責任者）
	

	上記責任者の責務
	

	業務停止責任者（代理責任者）
	

	上記責任者の責務
	

	避難解除責任者（代理責任者）
	

	備考
	


注　発災時の混乱や停滞を避けるために、隣接業者や社屋管理者などと共同で本様式を作成することが望まれます。
・ 避難場所の地図を掲示しておいてください。
・ 非常口は明確にしておいてください。

【様式10ｄ】安否確認方法一覧表

	安否確認の責任者
	責任者：　　　　　代理者：　　　　　　担当者：

	安否確認の担当体制
	担当者（複数）

	安否確認の実施場所
	本社（○○部）　　　　　　　　代替実施場所

* 夜間･休日の場合の方法も記載することが望ましい。

	安否確認の方法・手順
	（電話や携帯電話が通じにくいことを考えて、携帯メールを積極的に活用することが望ましい。）

	安否確認の発動条件
	例：震度○以上の地震

	連絡が取れない場合の対応
	例：近隣居住の従業員に実地に確認してもらう

	死傷者が出た場合の社内情報共有方策
	* 社長、幹部、関連部局への連絡ルールなど

	・・・
	


出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）1-15ページ。

【様式10ｅ】代替拠点の概要
	代替連絡拠点名
	

	緊急時
	代替拠点緊急参集者及び役割
	全○名。

統括責任者、副統括責任者、被害状況確認、取引先緊急連絡、安否確認・情報収集などの担当者を記入

	
	代替拠点設置の判断基準
	震度○の地震発生、○川が危険水位、・・・・

	
	電話、ＦＡＸ、メールアドレス
	

	
	携帯電話番号、携帯アドレス
	

	
	代替拠点への移動手段
	本社から～　Ａ部長の自宅から～

	
	・・・
	


注　拠点への地図、道順等が必要であれば備えます。また、拠点へ持ち込むものが必要であれば、リストにしておきます。

小規模企業なら緊急参集者は少数でもかまいませんが、２人以上にすべきです。
代行者は、人数の余裕がなければ、総括責任者以外は可能な範囲で決めるので足ります。

出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業BCPステップアップ・ガイド」(4.0版)1-7ページ。一部修正。

【様式10ｆ】被災状況の確認

	
	被災状況
	対応

	来訪客・従業員・家族
	
	

	重要データ・書類・・
	
	

	建物（事務所・工場・・）
	
	

	社宅
	
	

	製造設備
	
	

	インフラ
	
	

	交通機関
	
	

	主要顧客の被災状況
	
	

	取引業者の被災状況
	
	

	・・・
	
	


【様式10ｇ】緊急連絡先リスト

	連絡相手方名
	連絡

重要度
	連絡先担当者
	連絡方法

	当社○○事業所
	高
	氏名

代理氏名
	電話、携帯電話、ＦＡＸ、電子メール、携帯メール　

	取引先Ａ社
	
	
	

	Ｂ銀行
	
	
	

	Ｃ商工会議所
	
	
	

	・・・
	
	
	


注　関係の公的機関にも連絡する必要がある場合もあります。相手先には代替連絡拠点を事前に通知しておきます。それにより先方から連絡がつく可能性が高まります。このリストの常備場所及び常時携帯すべき従業員を決めます。災害用伝言ダイヤル171、ＷＥＢ171、携帯用災害伝言版を互いに使用する可能性があれば、それも記入します。

出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）1-8ページ。一部修正。

【様式10ｈ】応急対応メンバーのための備蓄

	品名
	個数
	保存期限
	保管場所
	管理責任者

	
	
	
	
	


出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）1-19ページ。一部修正。

【様式10ｉ】重要情報のバックアップ（データ、重要文書・図面など）

	情報･文書名

（記録媒体）
	担当部署

担当者
	現在の

バックアップ状況
	実施すべき

バックアップ対応

	Ａ情報

(ＰＣのＨＤＤ)
	
	毎週金曜・自動伝送

○○所内サーバーにバックアップ
	△△社のデータセンターにバックアップ

	Ｂ文書
	
	
	

	・・・
	
	
	


注　現在のバックアップ状況には、方法と頻度、保管場所と移動方法などを記入します。
実施すべきバックアップ対応には、今後実施する予定の対応方法、保管場所と移動方法、担当者、実施確認者、立ち上げ方法　などを記入し、着実な実施を図ります。
出典：ＮＰＯ法人事業継続推進機構「中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド」（4.0版）1-21ページ。一部修正。

【様式10ｊ】東海地震に関連する情報発表時の対応

	①東海地震に関連する情報の入手・伝達方法

	入手方法
	

	従業員への伝達方法
	

	②東海地震に関連する情報発表時の対応

	情報の種類
	就業時間中
	夜間・休日

	調査情報(臨時)
	
	

	注意情報
	
	

	警戒宣言発令
（予知情報）
	
	


注　次のような観点で対応を検討します。

＜調査情報(臨時)・注意情報が出た際の対応＞
調査情報(臨時)が出た際の情報収集・伝達の具体的な方法や、注意情報が出た際の自社の準備対応（情報収集、事業所等での安全対策、警戒宣言時･発災時の対応の確認等）について、具体的に定めます。

＜警戒宣言発令時の対応＞
・業務の継続・停止
（業務を停止・継続する範囲、停止までのプロセス、停止に伴う広報等情報連絡等）

・従業員の帰宅・招集
（従業員の帰宅方法、招集者の範囲、従業員への情報伝達、通勤方法、招集者の役割等）

・事業所等の安全対策
（対象となる危険物の特定、保安要員の指定・招集、安全対策のプロセス等）
・顧客対応（顧客の避難誘導、顧客への情報伝達等）
【様式10ｋ】従業員携行カード

必要事項を記入の上、全ての従業員に携行させます。定期入れや財布に納めておきます。


出典：静岡県危機管理部危機情報課「命のパスポート」
http://www.pref.shizuoka.jp/bousai/toukei/passport2/index.html


【様式11】事業継続力向上のための対策計画

	対策の内容
	実施時期
	現状の問題点
	対策後の改善内容
	必要資金、調達方法

	避難路のサイン表示
	半年後
	工場内の避難路がわかりにくい
	避難路にサインを表示し、ホームページにも掲載
	○万円

自己資金で対応

	資材の代替調達先
	１年後
	調達先が１社のみ
	遠隔地の○県○市で調達先を１社確保
	○万円（調査経費）

自己資金で対応

	サーバーの停電対策
	１年後
	突然の停電でデータが破損する可能性あり
	無停電装置を購入し、正常終了させる。継続稼動はできないが、データの破損は防げる
	○万円

自己資金で対応

	Ａ事業所の耐震強化
	３年後
	震度５強以上の地震で全壊のおそれあり
	震度６強に耐えることができる
	○億円

公的金融機関と相談。不足は○銀行から借入

	水害時の浸水防止工事
	
	
	
	

	機械等の転倒・落下防止
	
	
	
	

	災害対策用発電機の購入
	
	
	
	

	防災倉庫の建築
	
	
	
	

	災害対策用通信施設の整備
	
	
	
	

	津波対策の例

・・・ハード対策：事業所の移転、上階への設備の移設、避難塔・避難スペースの整備、擁壁の設置など

避難対策：避難場所の選定、避難手順の明確化、避難路の明示、避難発令基準の明確化など


出典：一般社団法人全国建設業協会「地域建設企業における災害時事業継続の手引き」付属資料 地域建設企業の事業継続計画（簡易版）作成例25ページ。一部修正。
【様式12】教育・訓練計画

	区分
	項　目
	目　標
	対象者

（本年度）
	時期・頻度

（本年度）

	教育
	ＢＣＰセミナー
	ＢＣＰの概要と発動時の対応
	新卒の従業員
	○月（計○日間）

	訓練
	机上訓練
	２時間以内に完了
	○○生産部
	９月Ｘ日の就業時間外

	・・・
	
	
	
	


【様式13】点検・改善シート

チェック時期：　　年　　月（四半期ごとに実施）

	点検項目
	担当部署
	統括部署
	チェック

	自社の人事異動、組織変更による指揮命令系統、安否確認の登録データに変更がないか
	
	
	　　□

	関係先の人事異動により、電話番号やメールアドレスに変更がないか
	
	
	　　□

	新たな重要取引先ができた場合、ＢＣＰに織り込んでいるか
	
	
	　　□

	・・・
	
	
	　　□


注　このほか、データバックアップの確認や非常用電源・通信手段の有効性などのチェックも必要です。あなたの会社のＢＣＰに適した項目を設定してください。

出典：一般社団法人全国建設業協会「地域建設企業における災害時事業継続の手引き」付属資料 地域建設企業の事業継続計画（簡易版）作成例28ページ。一部修正。

【様式14】見直し体制

	見直し時期
	定期
	不定期

	
	毎年の災害時の対応確認訓練後、10月に実施
	業務拠点の変更、主要取引先の大きな変更があった場合

	見直し体制
	メンバー：社長、専務、常務、各部長、関連部課長

事務局：○○部○○課

	・・・
	


出典：一般社団法人全国建設業協会「地域建設企業における災害時事業継続の手引き」付属資料 地域建設企業の事業継続計画（簡易版）作成例29ページ。一部修正。

【様式15】定期的な見直し時のチェック項目

	点検項目
	点検時期
	担当部署
	統括部署
	チェック

	事前対策は、計画どおり確実に実施されたか。
	○月
	
	
	　　□

	過去１年間に実施した事前対策等を踏まえた計画全般の見直しを行ったか。
	○月
	
	
	　　□

	・・・
	
	
	
	　　□


注　このほか、外部の前提条件や環境変化への対応や訓練の実施状況、実施未定の対策に関する予算化を検討、取引先等との事業継続のための連携の進捗などのチェックも必要です。あなたの会社のＢＣＰに適した項目を設定してください。

出典：一般社団法人全国建設業協会「地域建設企業における災害時事業継続の手引き」付属資料 地域建設企業の事業継続計画（簡易版）作成例29ページ。一部修正。
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社長�
�
○○市○○�℡ 000-000-0000�携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






初動の連絡





事務局(総務部)�
�
事務局長


○○部長　○○市○○町　℡ 000-000-0000　


携 000-0000-0000　携帯メールアドレス�
�






災害対策本部長�
�
○○専務�○○市○○�℡ 000-000-0000�携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






災害対策副本部長�
�
○○常務�○○市○○�℡ 000-000-0000�携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






災害対策本部長


代理① ○○常務


代理② ○○部長


　代理③ ○○部長


事務局長


代理① ○○部長


代理② ○○次長


代理③ ○○次長


・・・





支 援 班 長�
�
○○課長


○○市○○


℡ 000-000-0000


携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






対 外 班 長�
�
○○課長


○○市○○


℡ 000-000-0000


携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






業 務 班 長�
�
○○課長


○○市○○


℡ 000-000-0000


携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






総 務 班 長�
�
○○部長


○○市○○


℡ 000-000-0000


携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






支　援　班�
�
班長代理　○○


所属従業員


所属従業員�
�






対　外　班�
�
班長代理　○○


所属従業員


所属従業員�
�






業　務　班�
�
班長代理　○○


所属従業員


所属従業員�
�






総　務　班�
�
班長代理　○○


所属従業員


所属従業員�
�






【参集要領】 １．震度５弱（注：例示）以上の地震が発生した場合、事務局長・各班長は至急、対策本部へ集合。


２．上記以外の災害、事故時は、事務局から各班の班長（部課長）へ連絡。


３．上記連絡を受けた班長は、班内所属従業員へ別に定める連絡網にて連絡。








【班の業務】 １．上記の班別は、あくまでも一例であり、以上のほかに復旧対策班、財務班などを設けるなど、企業ごとに合理的な班別編成を検討する。


２．班ごとの業務を決め、それぞれ明記する。


３．本部長、事務局長、班長等は、集まれない場合に備え、それぞれ第3順位まで決めておく。





例：命のパスポート（静岡県）
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